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1.東 南 ア ジ ア地 域 主 義 の 再 編 成(1)

冷戦 終結以後 、東南 アジアの地域主義 は明 らか に新 しい段 階 を迎 えてい る。1980

年代末 まで、東南 アジアには少 な くと も2つ の地域主義が併存 し、互い に正当性 を争 っ

ていた。ASEAN(東 南 アジア諸国連合)を 基盤 に発展 して きた地域 主義 と、ベ トナ

ムを中心 とす るイン ドシナ三国 によって標榜 された地域主義 とが それであ る。前者 は海

洋部東南 アジ アを、後 者 は大陸部東南 アジ アを、それぞれ主要な地盤 と'していたので、両

者が 「正 当性 を争 っていた」と表現す ることは若干の異論 を引 き起 こすか も知れ ないが、

少 な くとも前者が発足当初か ら東南アジア規模 の地域主義 を究極 目標 と していた ことは

確 かで ある し、後 者がそれへの対抗 意識 を一つの契機 に具体化 して きた ことも否定で き

ない。 しか し、そう した状況 は大 きく変化 し、今 日ではASEANが 東南 アジ ア規模 の

地域 主義 を担 う唯一の正当的地域組織 であるこ とを疑い、これに挑戦 を試みる勢力 は、域

内 と域外 を問わず存在 しな くなった。1995年 夏 に予定 されるベ トナムのASEAN

正式 加盟 は、 その こ とを最 も象徴的 に示す出来事 となるであ ろう(2)。

ASEAN主 導の地域主義 は、基本 的には、東南 アジアにお ける英米 中心秩序 の凋落

へ の対応 と して生成 して きた ものであ る。英米 中心秩序 は、長年 にわた り、東南 アジア

におけ る地 域主義 の形成 に否定的 な効 果 を及ぼ していた。英米 中心秩 序 を西欧植民支配

と同列 において論 ず ることは適切でないであろ うが、実際問題 と して独立 ま もない新興

諸 国に とって旧宗主 国 との関係 のほうが近 隣諸 国 との関係 よりもはるか に重要であ った

こ とは疑 いえないか らであ る。 しか しベ トナム戦 争の展 開 とともに、英米 中心秩 序 はた

そが れてい った。ASEANの 結成(1967年)は 、英国のスエズ以東撤収宣言(1

968年)、 米 国の グア ム ・ドク トリン(1969年)と ほ とん ど相前後 して進 め られ た。

ASEANの 結成 は、第一義的 には、英米 中心秩 序の崩壊 に対 する外 交的対応 であ った

ので ある。その際、ベ トナムでの当初 の意図 こそ達成で きなか った とはいえ、米 国が東

南 アジアの地域秩序 の維持 のために多大 の精力 を注 いだこ とは、独立 ま もない新興 諸国

に 「貴重 な時 間稼 ぎ」(リ ー ・クア ンユ ー)を 与 える ものであ った とい ってよい。
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1971年 に加盟国の対外 政策方針 と して採択 されたZOPFAN(東 南 アジア平和

自由中立地帯)構 想 は、ASEAN諸 国が イン ドシナ諸 国 をも包含 す る東南 アジア規模

の地域秩序 を形づ くることを目指す こ とを明 らかに した。同構 想 は、最終 的には、域外

大国の権力政治 か ら自由な地域秩序 を形成 しようとす る もので あった。これ には イン ド

シナ諸 国 も一定の 関心 を払 っていた。1970年 代 をつ うじて 、ベ トナムは ラオス とと

もに、「真 の独 立の東南 アジア」と呼 ばれる地域秩序構想 を掲 げてZOPFANに 対抗 し

たが 、それ はZOPFANの 全面否定 であ ったわけではな く、む しろ条件付支持 とい う

べ きものであ った。ベ トナムの付 けた条件 は、ASEAN諸 国が東南 アジアにお ける米

国の影響 力 を排 除す る姿勢 を具体的 に行動 で示す ことであ った。歴史 のイフは禁句 であ

る とい われ るが、も しベ トナム とASEAN諸 国が、1970年 代 後半の時期 まで に、米

国の影響力 を段 階的に減少 させ る時期 と方法 について実際的 な了解 に達す るこ とがで き

た な らば、東南 アジアにお ける歴史の進路 はまった く違 った もの となってい たか も知れ

ない。

しか しASEANは 英米 中心秩序の凋落へ の受動 的対応 として生 まれた ものであって、

それへの能動的挑戦 として成立 して きた ものではなかった。加盟諸 国間には、たそがれ

て きた米国の影響力 を極力温存 しようと図るか、そ うで ないかの相 違 はあ った ものの、そ

れ を名実 ともに排 除す る政策 を実際 に とる加盟 国はなか った。ZOPFANへ のASE

AN諸 国の アプローチ はあ くまで も漸進的であ った。これ に対 し、ベ トナムは1977

年 か ら78年 にか けて試み られた対米関係正常化交渉 に失敗 していた。パ リ和平交 渉の

過程 で米国側か ら約束 された戦後復興援助 も得 られ なか った。これ らは直接的 にはベ ト

ナムが休戦 交渉 を破 棄 して しまった ことの結果であ ったが、同時 に少 な くともハ ノイの

指導者 たちに米 国の彼 らに対す る敵意 を継続 している ことを示唆す る ものであったこ と

も否定 で きない。以上 のよ うな状況 は、ベ トナム とASEAN諸 国が、米国の影響力 を

段階的 に減 少 させ る時期 と方法 について実際的 な了解 に達す る ことを、著 しく困難 に し

たのであ った。

もちろん、その よ うな困難 に もかか わらず、ベ トナムはASEAN主 導の地域主義 に

対 し、一定 の理解 を示 し続 けた。その ことは、中越関係が決定的 な悪化 をみせ た197

8年 において と りわけ顕著 となった。実際 、同年5月 に中国がベ トナムか らの技術者引

き揚 げを決定 してか ら、11月 にソ越友好協力条約が締結 され るまでの時期のベ トナム

外交 には、中国 に対す るカウ ンターウェイ トを確保す るの に、ASEAN諸 国の支持 な
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い し同情 を得 る可能性 を模索 してい た形跡 を認め られ る。 しか し結 局の ところ、そ う し

た努 力は きわめて 中途半端 な もの に終わ り、ベ トナムはソ連 との軍事同盟 に傾斜 してゆ

く。それ とい うの も、ASEAN主 導の地域主義 は、少 な くとも当時においては、誰 か

らみて も、 きわめて頼 りない ものであった。ベ トナムは当時、イン ドシナ半 島の戦後秩

序 をめ ぐって、よ り具体的 にはカ ンボジアと自国 との関係 をめ ぐって、中国 との 間に深

刻 な対 立 を抱 えていた。ベ トナムがASEAN主 導の地域主義 に全 面的 な賛意 を示 した

か らとい って、それが ただちにベ トナムの対中交渉力 を強化す るとは考え られ なか った

のである。

1979年 初頭 まで に明 らか となった東南 アジアの双極化は、以上の経緯 の産物 であ っ

た。ベ トナム は、ラオス、カンボジア との 「特殊 関係」を、政治 的に も、経済的 に も、軍

事的 に も強化 し、ASEAN主 導 の地域主義 に対抗 した。この 「特殊 関係」 をめ ぐって

は、ベ トナム とソ連 の間 にさえ も全面的 な利害 の一致 は存在 してい なか ったが、 にもか

かわ らず ソ連 の援助 は 「特殊関係 」の成立 に不可欠の条件で あった。 しか し、東南 アジ

アの双極化 を促進 し、支持 して きた諸条件 は、1980年 代 後半 まで に変化 した。い ま

やベ トナムはASEANに 正式加盟 しよう.としてい る。この ことは、単 にベ トナムの対

外 政策の転換 を意味 す るのみでな く、東南 アジアの地域主義の再編成 をも含意 している。

東 南 アジアの一国で あ りなが ら、これまでASEANに とっては周辺国 であったベ トナ

ムの参入 は、そのこ と自体がASEAN主 導 の地域秩序の再編成 を意味す る ものである

と同時 に、拡大 されたASEANと 周辺地域 との関係 に も再編成 を迫 る もの となるであ

ろ う。

ここで ひとつ問題 になることは、ベ トナムは、 どの ような観点 か ら、どの ような分野

において、どの程 度 にまで東南 アジアに自己 を一体化す る意思 を有 してい るか とい うこ

とであ る。この ことの問題性 は、政治 ・安全 保障分野 において と くに大 きい ように思 わ

れる。地理的位置、歴史的経緯のいずれか らみて も、東南 アジア諸 国の政治 ・安全保障

上 の利害 は複雑 に交錯 してお り、と りわけベ トナムのそれは建国以来の特異 な対 中関係、

30年 間に及 んだ抗仏抗 米戦な どを背景 と して、他 の諸国 と比較 し明 らか に独特 の性格

を帯 びて きたか らであ る。本稿 では、ベ トナムが、ASEAN加 入 を契機 に、政治 ・安

全保障分野 における地域 秩序の再 編成 を どの ように進 め ようとしているか 、を考察す る

こ とをつ うじ、上記 の問題 にアプ ローチ しようとす る ものである。
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2.安 全保 障観 の変化 一 「総合化」 と 「相 互化」

ドイモイの開始以来、ベ トナム指導部は内外政策のあらゆる分野について、それらの

前提 となる思考法を精力的に刷新 してきた(3)。 安全保障政策も例外ではない。 ドイモ

イ以前のベ トナムは、「帝国主義」と 「革命勢力」とのゼロサム ・ゲーム的闘争という国

際関係観 を堅持 し、世界的規模 と地域的規模 とを問わず、安全保障を二大勢力間の 「力

の相関関係」という枠組において認識 していた。そこでは安全保障における国際協力の

可能性は原則的に考慮 されず、自力救済の思想が有力であった。また、統一と独立の達

成に30年 に及ぶ抗仏抗米戦を余儀な くされた事実は、主権 と領土 を軍事的手段 によっ

て保持することに彼 らの努力を集中させた。そこではクラウゼヴィッツの有名な命題 を

転倒 させて、外交こそは 「他の手段 を以てする戦争の延長」であった。以上のような傾

向のゆ きついた先がインドシナ三国間の 「特別な関係」を主 として軍事力 によって維持

しようとする政策であ り、その結果としての国際社会からの長期 にわたる孤立であった

といえるだろう。

このようにしてみるならば、1980年 代に入 り、カンボジア政策をは じめとする対

外政策の転換の必要性が認識されていった過程 において、それを正当化 しうるような国

際関係観の変化がみ られたことは驚 くにあたらない。なかで も安全保障観の変化はカン

ボジアからの軍撤退と同国の中立化を決断するのに不可欠だったと思われる。他方、ソ

連のペ レス トロイカとそれに続 く社会主義陣営の解体は、「:革命勢力」との連帯という安

全保障政策の大前提 を根底から崩壊 させた。ここにおいて指導部は、有力な域外大国の

支援 をほとんど期待 しえない状況のなかで、安全保障の新 しい枠組 を模索せ ざるをえな

い立場にたたされた。新 しい枠組はいまなお形成途上にあって明確な姿を現すまでに至っ

ていない し、国内的にもさまざまな立場があって広範な合意が存在 しているわけではな

い。しか し限られた資料 をつなぎあわせてみるならば、安全保障政策の新 しい方向性は

「総合化」 と 「相互化」 という二つの角度から整理することができるように思われる。

第一に、安全保障の 「総合化」は、軍事的安全保障に傾斜 していた旧来の思考法 を脱

却 し、政治や経済を含む総合的な視野から安全保障を考えようとするものである。19

88年5月20日 の政治局第13号 決議は、そうした安全保障観の最 も集中的な表現で

あった といえる。すなわち、決議は、世界経済の国際化 と核軍備競争の限界のなかで世

界戦争のみならず局地戦争の可能性 も減少 したこと、科学 ・技術革命 と世界経済の発展

によって両陣営のすべての諸国が「核軍備競争 と国防支出の削減」「対外軍事関与の縮小」
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「地域問題の相互調整による解決」という課題 に直面 していること、そ して以上の変化 を

受けて現代世界 においては 「強大な経済力」「適度な国防力」「国際的協力関係の拡大」こ

そが安全保障の条件になったことを指摘 していた(4)。 これはカンボジアの軍事的防衛

よりも国際労働分業への参加を安全保障上の重要目標として位置づけるものであったと

いえる。決議を推進 したのは当時のグエ ン ・コ ・タック政治局員兼外相であ り、それに

よって彼は対外政策における外交活動の重要性 を高めることを企図 していた と考えられ

る(5)。

第二に、安全保障の 「相互化」は、安全保障をもっぱら一国単位で死守 しようとする

のではな く、それを国際協力の枠組のなかで確保 しようとするものである。1992年

10月2日 の第47回 国連総会において、グエン ・マイン ・カム外相は 「世界の安全保

障は不可分である」とい う重要な指摘を行 った。すなわち彼は、安全保障は世界的にも

地域的にも一国単位では確保 しえず、東南アジアの安全保障 も 「安全が域内の各国にお

いて保障されて初めて」達成されると述べたのである(6)。 グエン ・マイン ・カムは演

説に示 したような考え方 を、『共産雑誌』1993年4月 号 に掲載 された論文 「対外政策

を新方向にむけて具体化するために」においてさらに詳 しく展開している(7)。 この論

文は 『国際関係』同年同月号にも同時掲載されてお り、安全保障に対する新 しい考え方

を国内外 に浸透させようとする強い意欲 を感 じさせる。

グエン ・マイン ・カムの問題提起は、ベ トナムの外交当局者の発言としてはかなり思

い切 ったものである。それは直接的にはベ トナム自身の安全保障上の利益のために域内

諸国の支持 を調達するのを意図 したものであったが、同時に伝統的な国際関係観に根本

的な修正 をくわえるものでもあるからである。安全保障の不可分性の考え方は、一国の

安全保障が自国の能力のみでな く、諸外国の理解と意図にも依存 していることを認める

ことを意味 している。それは敵意に満ちた 「帝国主義」やそれと結託 した諸勢力が自国

の社会主義を破壊 しようと機会 を窺っている、という固定観念に訣別 しようとするもの

である。グエン ・マイン ・カムは上記の論文において、過渡期の世界 にあっては 「個人、

民族、人類」こそが中心要素になると指摘 し伝統的な階級闘争史観を大 きく修正すると

ともに、ベ トナムは 「地域共同体」と 「世界共同体」への参加によって初めて人類の主

流にくわわることが可能 になると力説 している(8)。

もっとも安全保障の不可分性の考え方は、ベ トナム内部の広範な支持を獲得するには

至っていないように思われる。たとえば人民軍の機関誌紙は筆者の知 りうる限り上記の
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外相演説について報 じていないが、それは彼らの立場 にたってみれば決 して理解のでき

ないことではない。その背後には安全保障観の相違のみでなく、対外政策決定をめ ぐる

軍と外交当局者 との主導権争いが存在すると考えられる。同様に、1994年1月20

日に開始 された党全国代表者会議(い わゆる中間大会)に おいて政治報告を読んだ ド・ム

オイは、主権 と独立の維持を国際協力、経済発展と結合させる必要性 を強調 し、総合安

全保障の考え方を一層鮮明にしたが、グエ ン ・マイン ・カムによって提起 されたような

相互安全保障の考え方には直接言及 しなかった(9)。 ベ トナム内部においては、軍事的

主権の制限につなが りかねない新思想に不信 と警戒を抱 く諸勢力が根強 く存在 しており、

新旧二つの安全保障観がせめぎあいを続けているのであろう。しか しそのような諸勢力

にも積極的な代案があるわけではな く、その意味では新 しい安全保障観が優位 を次第に

強めてゆく可能性が大きいように思われる。

3.地 域安全保 障 と多 国間協議

以上 にお いて概観 して きたよ うに、ベ トナムの安全保障政策 は、多少 の留保 をともな

い なが ら も、問題解 決の基礎 とな りうる ような多国間協議 を外交活動 に よって推進 して

ゆ くことにその 中心点 を移行 しようと してい る。そ してその際、彼 らは多 国間協議 の主

要基盤 を東南 アジア、太平洋地域 に見い だそう としてい る。社会主義陣営 の解体以後 、経

済発展の主要基盤 を当該地域 に求めるこ とではベ トナム内部 は比較的早期 に一致 したが 、

安全保 障 につい ては手探 り状態がつづい てい た(10)。 た とえばカ ンボジア和平協定調 印

直後 の1991年11月 に ド・ムオイ とボー ・バ ン ・キエ ッ ト首相が北京 を訪 れ中越 関

係正常化 に踏切 るとと もに、その直前 に後者が イ ン ドネシア、 タイ、シンガポー ルの3

か 国を歴訪 した(ll)こ とは、ベ トナムが中国 と東南 ア ジア諸 国のあいだの 「均衡」 に

配慮 した結 果であ るとみ られている。そ う した姿勢は第7回 党大会で採択 された対外路

線 の具体化 であ り、その後 も大枠 と しては守 られている といって よい。 しか し政治協力

の主要基盤 を東南 アジア、太平洋地域 に求め る点では、1992年 の うちに基本 的 な合

意が形成 された ように思われ る。

その こ とは まず、対外政策 に関す る彼 らの言明 のなか に 「東南 アジ ア」 「太平洋」「A

SEAN」 などが明瞭 な形 を とって登場 しは じめた ことに現 われてい る。これ は最近数

年 間に急速 に進行 した変化であ る。た とえば第7回 党大会の政治報告 は、「体制 をこえた

あ らゆる諸 国 との友好 関係拡 大」を掲 げなが らも、対外関係の 冒頭 には 「ソ連、ラオス、
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カ ンボジア」 をあげていた し、それ に続 く部分 で 「東南 アジア、太 平洋諸国」に一般的

には言及 して も、「ASEAN」 とい う固有 名詞 をあげる ことは していなかった(12)。 し

か し1992年12月 の第9期 第2回 国会 において採択 された 「1993年 の任 務 に関

す る決議」 は、諸外 国や国際機 関 との諸 関係 を 「東南 アジア諸国、アジア太平洋諸 国 を

中心 として」発展 させ るこ とを主張 した(13)。 さらに1994年1月 の党全 国代 表者会

議 の政治報告 になる と、「ASEAN諸 国及びASEAN機 構」との関係強化が明確 に提

起 され るようになったの である(14)。

安全保 障 との関連でみて も、1992年7月 の第24回ASEAN外 相会議 に際 し、ベ

トナムは ラオス とともに東南 アジア友好協 力条約(バ リ条約)に 加入 し、同時 にASE

ANに おけ るオ ブザーバ ーの地位 を得 た。バ リ条約への加入は、第一義 的には、南 シナ

海問題 についての共同歩調 をASEAN諸 国 に期待 しての ものであった といえる。た と

えば7月24日 付 の 『人民軍隊』は、「バ リ条約の もっとも基本 的な原則 の一つは相違 と

対立 を平和 的手段 で解 決 し武力行使 を回避 するこ とである。 ・… われ われ は、関係

す るASEAN諸 国が、領有権問題の平和 的交 渉 による解決 について、われわれ と見解

を共有 している ことを喜 んでいる」と述べ たのである(15)。 バ リ条約への加入 は、ベ ト

ナムの観点 か らみるな らば、自国の利害 の絡 む紛争一般 につ いて、その外交 的解 決 を可

能 にす るための前提 もし くは基礎 として も一定の意義 を もつであろ う。

ベ トナムはまた、1993年7月 の第26回ASEAN外 相会議で決定 されたASE

AN地 域 フ ォーラム(ARF)構 想 に対 して も、参加の意向 を表明 してい る。す なわち、

同会議 にオブザーバー として出席 していた グエ ン ・マ イン ・カムは、24日 にASEA

N側 か らARFへ の参加 を招請 されたことに対 し、「ベ トナムは東南 アジアの平和 、安定 、

友好 、協力 、発展の ため、ひきつづ きあ らゆる諸 国 と二 国間、多国 間の対話 を行 な う意

向である」 と述べたのであ る(16)。 さらに10月15日 には、タイを訪問 していた ド・

ムオ イが、「ベ トナムは地域 の政治 ・安全保障 フ ォーラムに活発 に参加す る用意があ る」

と発 言 し、多国間協議 に対す る積極 姿勢 を再確認 した(17)。 第1回 のARFは1994

年7月 にバ ンコクにおい て開催 され る計 画であ り、書記長はそれ を考慮 の上で上記の発

言 を した と考え られ る。

多 国間協議 に対 してベ トナム側が期待 している ものは大 き く分 けて3つ ある(18)。 第

2は 、協議 をとお して域 内諸国 間の相互不信 を払拭 し、地域紛争解 決のための共通の準

則 を段 階的 に形成 し、紛争予 防の可能性 を向上 してゆ くことである。第2は 、安全 保障
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上の利害を域内諸国が共有 し、域外大国に対 して集団外交を展開することにより、それ

らの行動を抑止 してゆ くことである。ここで集団外交の対象 として最 も強 く意識 されて

いるのはい うまで もな く中国である。第3は 、第2と 密接 に関連するが、地域秩序に対

する域外大国の適切な関与を確保 し、それらの問の均衡を維持 してゆくことである。こ

こで関与を求める対象 として最 も強 く意識 されているのは米国であろう。ベ トナムと米

国の関係は、1994年2月 にクリントン政権が対越禁輸の解除を決定するなど正常化

への歩みを続けているが(19)、 すべてが順調に推移したとしても、米国が中越間の均衡

維持のために意識的な関与を行なう可能性は予見 しうる将来 において存在 しない。AS

EAN主 導の多国間協議は二国間関係の限界の打破 に効果 を発揮するかも知れない。

このように、ベ トナムは、地域安全保障のための多国間協議をまずは東南アジア規模

で実現 し、それに域外大国をひきこむことによって太平洋規模 に拡大 してゆ くことを志

向 している。シナ リオを準備 したのはベ トナムではなくASEANで あるが、ベ トナム

もまたこの機会を逸することなく自国の安全保障のために積極的に活用 しようとしてい

る。その地政学的位置(20)や 対外関係か らみて、ベ トナムの安全保障上の関心はカン

ボジア、中越国境、 トンキン湾、南シナ海などに及ぶであろう。なかでもカンボジアと

南シナ海は新 しい安全保障政策の有効性を測る試金石として重要になると考えられる。こ

れら地域の安全保障 について、ハノイの現指導部はどのような情勢認識をもち、それに

いかに対処 しようとしているのだろうか。

4.カ ンボ ジ アー 慎 重 な楽 観 主 義

カンボジアはベ トナムの南西部 と国境 を挟 んで隣接 してお り、歴史的 に もベ トナムへ

の対抗 勢力 はそこで の影響力 を増大 させ るこ とに努めて きた。タイ、フラ ンス、米国、中

国な どがそれであ る。また、ベ トナム とカ ンボジアの間には、陸海の国境 問題(21)、 ベ

トナム人入植 者問題 などの紛争要因が存在 してお り、関係 を複雑 な もの と してい る。そ

うした意味 で、ベ トナムに とってのカ ンボジアは 日本 にとっての朝 鮮半島 に優 ると も劣

らない安全 保障上の重要性 をもってお り、ベ トナムが カンボジア に対す る政策上の関心

を失 うことはあ りえない とい って よい。事実 、ベ トナムは、カンボジアの軍事的防衛 を

絶対視す る硬直 した安全保障観 の修正以後 も、同国 の将来 に対 し外交的 な影響力 を行使

しよう と試 みてい る。カ ンボジア中立化の提唱(22)、 パ リ協定の作成、国連 主導の総選

挙へ の協力 な どは、いず れ も彼 らが隣国の軍事的支配 を断念 してゆ く過程 であ った と同
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時に、それ を一定の国際的枠組の なか にはめ こんでゆ く過程 で もあったのであ る。

他 方、国際社会が カ ンボジア問題の解決のため に示 して きた さまざまな努力 は、ベ ト

ナムに対 し、軍事的防衛 に代 わる選択肢の存在 を次第 に認識 させ る効果 を もった といえ

る。とりわけ国連が1990年10月 に反越三派連合 政府 の議席 を取 り消 したこ とや、カ

ンボジア暫定統治機構(UNTAC)が クメー ルルー ジュの批判 に動 ず ることな く選挙

準備 を進 めたこ とは、国連の意図 と能力 に関す るベ トナム側 の認識 に無視 す るこ とので

きない影響 を及 ぼ した ように思 われる。その意味で、カンボ ジア政策の転換 を可能 に し

た安全保障観 の変化 は、ベ トナム内部の政策論 争や社会主義 陣営 の解体 の産物 であ った

ばか りではな く、国際協 力 による紛 争解決 の可能性 をベ トナム側 に納得 させ た現 実ρ 反

映で もあった といえる。問題 は、その ような枠組 は どの程度 にまで安定 した ものであ り、

それ を一層 堅固 なもの とす るには どのよ うな外交努力が必 要 になるか とい うことであろ

う。

『国際関係 』1993年5月 号 に掲載 されたグエ ン ・ゴク ・チュオ ン編 集長の論説 「カ

ンボ ジア総選挙一不 確実 な未来 との直面」は、選挙 の直前 にかかれた論 説であ るが、選

挙後 の カンボ ジア情 勢 につ いて、い くつかの重要 な論点 を提示 してい る。論説 は まず 、カ

ンボ ジアにおけ る平和の 回復 について、われわれには 「慎 重な楽観主義」 を とる根拠 が

ある、と述べ ている。「楽観主義」の根拠 は、第1にASEAN各 国、関係大国が 「ここ

何年 間かは」パ リ協定の遵守 を続 けそ うなことであ り、第2に カンボジア問題 に国連が

関与 している ことであ る。もち ろん楽観主義 は無 条件 の ものではない。それが 「慎 重」な

もので あるべ き理 由は、第1に カンボ ジアには アンコール王朝 時代 か らの内戦 と混乱 と

衰亡の歴史が存在 している こと、第2に 関係 各国はパ リ協定 の調 印に もかかわ らず 「カ

ンボジアゲーム」か ら棄 権 して しまったわけではな く、とりわけ タイは もともとカンボ

ジアの不安定か ら利益 を受 けて きた とい うこ とで ある(23)。

論 説 はまた、ベ トナム とカンボ ジアの関係 について、歴史が そのまま繰 り返 す ことは

ないであ ろう、 とい う見 方 を示 している。その根拠 と して論説があげてい るの は、第1

に今 日で はクメー ルルージュを含 む多 くの カンボジア人が歴史か ら学びつつあ り、好 む

と好 まざる とにかかわらず隣国であるベ トナム との友好 関係維持 に注意 を払 うようになっ

ている こと、第2に ベ トナム もまた政治的 に成長 してお り、選挙後の カ ンボジア情勢 が

どの ように展 開 して も、そこに再度干渉す るつ もりはない とい うことであ る。ここにい

う 「干渉」は、い うまで もな くかつて行 な った ような軍事 的防衛 の ことであ る(24)。 べ
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トナムのそ うした決意は、彼 らが選挙結果の判明直後にそれを承認する声明を発表 した

ことや、選挙結果に不満 を抱 くカンボジア人民党内部の「分離派」の動 きを支持 しなかっ

たことによって裏づけられる(25)。

論説はさらに、以上 を前提 として、カンボジアの長期的安定のための3つ の指針 を提

示 している。第1は 「今後、東南アジアの他の諸国民が、互いの関係を客観的にとらえ、

過度の警戒や誤解をしないようにするとともに、それを建設的かつ完全に密接なものと

してゆ くであろうような新 しいアプローチ」の活用である。これは域内紛争の平和的解

決に果 してきたASEANの 役割に注目し、バ リ条約の精神 を自国周辺域に適用 してゆ

く姿勢を示すものであるといえる。第2は 「ベ トナム領土に紛争を起そ うとする陰謀を

失敗させ、ZOPFAN(東 南アジア平和 ・自由 ・中立地帯一筆者)の 諸 目標を実現す

るため懸命に奮闘し、東南アジア全域での長期の平和 と安定をつ くりだすことによって、

両国間関係を堅固にする」ことである。これは域外大国の権力闘争から解放された地域

秩序へ向けてのASEAN諸 国のイニシアティヴに賛意を示すと同時に、それをイン ド

シナにも適用 してゆく決意の有無を当該諸国に質す ものと解釈で きる。第3は 「カンボ

ジアに関心をもつ大国の間に均衡 しかつ安定 した関係をうみだす」ことである。これは

域外大国の排除のみを盲目的に追求するのではなく、むしろ米国を含むさまざまな国の

影響力の導入によってそれらを相互に牽制 してゆく意向を表していると思われる(26)。

以上の議論は総選挙以後のベ トナムのカンボジア政策の基本線 を表 しているといえる

だろう。それ らは完全に相互補完的 とはいえないにして も、当分のあいだ同時併行的に

追求 してゆ くことが可能であるし、全体的には指導部が追求 している安全保障政策の方

向性に十分合致 しているからである。もちろんそこに示されている個々の政策項 目、た

とえばZOPFAN構 想 に対する支持は、少な くとも現段階では、『国際関係』編集長の

個人的見解の域 を出ていないというべ きであろう。そこにはまた、カンボジアの経済再

建の必要性が言及されていないが、これは自国の経済的能力の限界をベ トナム自身が認

識 しているからにほかならないと思われる。ベ トナムは国際社会のカンボジア復興支援

を全面的に歓迎 しているが、それは彼 らが隣国の経済的脆弱性を安全保障上の不安要因

として認識 していることを表 している。

5.南 シ ナ海一 「砲 艦外 交 」 と 「集 団外 交 」

南 シナ海は地域安全保障の焦点の一つとして広範な注 目を集めている海域であ り、カ
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ンボジア紛争の終結以後は東南アジアにおける新たな 「発火点」になるとの予測 も存在

している(27)。 域内諸国のなかで もベ トナムは、海上からの浸透に対 してきわめて脆弱

な位置にあ り、歴史的にも 「東海からの脅威」に数次にわたって直面 してきた(28)。 比

較的最近で も、1974年1月 には西沙諸島沖で、1988年3月 には南沙諸島沖で、そ

れぞれ中越間の武力衝突が発生 している(29)。 ベ トナムは、目下のところ南沙諸島の約

半分を実効支配 しているといわれているが、その海軍力は中国に比 して圧倒的に弱体で

あ り、南 シナ海における中国の動向(30)に 対 し神経質にならざるをえない立場 におか

れている。1991年1ヱ 月の中越高級会談の際、発表されたコミュニケが 「双方は両

国間に存在 している国境問題その他の領土問題 を交渉をつうじて平和的に解決すること

で合意 した」と述べた(31)こ とは、ベ トナム側の懸念に中国側がひとまず応えたこと

を意味 していたといえるであろう。

そうした背景及び経緯があっただけに、1992年3月 に中国の全国人民代表大会が

南シナ海諸島のすべてに対する主権を明記する領海法を通過 させたことや、同年五月に

中国の海洋石油総公司が米国の民間企業 と係争海域における共同開発を行 う契約を結ん

だことは、ベ トナムの警戒心を著 しく刺激 した。たとえば 『ベ トナム ・クーリエ』19

92年7月 号に掲載された論説 「冷戦は終わったか」は、社会主義国に対する部分禁輸

の続行、外交関係の制限ととともに、米国の巨大な国防予算や中国の軍備増強などに注

意を喚起 し、世界は必ず しも平和 と発展の方向にすすんでいないと指摘 していた(32)。

また、『国際関係』同年8月 号に掲載 された「若干のアジア諸国における軍事支出の増大」

と題する記事は、米 ソ両海軍の撤:退によりアジアに 「力の真空」が発生 し諸大国がそれ

を埋める努力をおこなっているとの見方を示 した上で、南シナ海における中国の最近の

行動はASEAN諸 国の新たな軍備競争を煽る危険性を包んでいると警告 していた(33)。

以上の論調において特徴的であったと思われるのは、第1に それが南シナ海における

中国の行動の背景 としてアジアにおける米ソの力の低下を指摘 していたことである。こ

のことは国際関係を国家間の権力闘争として認識するものであ り、伝統的な安全保障観

の前提 にあった米国観を明瞭に修正するものであったといえる。上記の論調はまた、そ

の第2の 特徴 として、南 シナ海における 「中国の脅威」をもっぱら軍事的な観点から捉

え、それを同海域における国際的緊張の最大の源泉 として位置づける構成 をとっていた。

これは国際関係 を主として軍事的闘争の場として把握 しようとするものであ り、ドイモ

イの下で台頭 してきた新 しい安全保障観に理論上の挑戦をつきつけるものであったとい
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える。これらの記事がどの程度にまで当時のベ トナム内部の多数の見方を反映 していた

のかは不明であるが、南シナ海でおきた現実の展開が彼 らの本能的 ともいうべ き対中恐

怖心を強 く刺激:していたことは疑いえない。

しか しそのような兆候の出現 も、すでに大 きく進行 していた新たな流れを逆転させる

までには至 らなかった。1992年6月 下旬の第7期 第3回 中央委員会総会は、中国を

「膨張主義者」とみなすか どうかをめぐって激論 を戦わせたと伝えられるが(34)、 ド・ム

オイは総会総括演説において対中非難 を回避 し、第7回 党大会で提起 された 「あ らゆる

諸国」との友好維持 を対外政策の基本原則 として再確認 した(35)。 そのような対応の背

後には、現在のベ トナムには中国に対抗 しうるほどの海軍力がないという現実的問題の

ほかに、南 シナ海問題については諸外国との政治協力の余地が存在するとの見方が存在

していたように思われる。「南シナ海は国際的に重要な海上交通路であ り、同海域の相当

部分が中国の領海化することは、域内諸国や域外諸国の強い懸念をうみだすはずだ」と

いった議論がそれである(36>。ベ トナム側の期待は早 くも7月 下旬のASEAN外 相会

議において具体化 された。外相会議は 「南シナ海に関するASEAN宣 言」を採択 し、領

有権問題の交渉による解決を集団的に提唱 したのである。ベ トナム政府はそれを全面的

に支持することを明 らかにした(37)。

こうした経緯を受けて、1993年 になると、南シナ海における 「中国の脅威」に過

剰反応することを戒める議論が現われは じめた。たとえば 『国際関係』9月 号の社説 「東

海における二つの競争」は、南シナ海における国際的競争を経済と軍事の両側面か ら、ほ

とんど同じ比重 を以て論 じていた。また軍事的競争に関 しても、マレイシアとイン ドネ

シアの海軍強化に第一の焦点をあて、中国のそれには両者のあとで言及 していた。さら

に中国を含む関係諸国の軍備強化 についても、沿岸諸国に対する直接的な脅威とみなす

よりも、それら諸国の経済発展に対する阻害要因として位置づけていた(38)。 他方、社

説と同時に掲載 された 「チュオンサにおける作戦」と題する記事は、中国側で公刊 され

た書物の一部 を引用 しながら、中国の脆弱性への注意を読者に喚起 していた。それが「脆

弱性」の根拠 としてあげていたのは、第1に 南沙問題についてはベ トナムとASEAN

各国が類似の主張 を持 っているため、中国が軍事行動を起 こせば 「多国籍軍」と衝突す

るであろうこと、第2にASEAN側 にも「敵の有利な部分を避けて不利な部分を突」い

た り 「長期 にわたる抵抗戦」を行なった りする能力はあり、中国による長期占領は困難i

であるとい うことであった(39)。
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もちろん、こうした議論は、南シナ海における 「中国の脅威」を全面否定 していたわ

けではない。それは中国が優勢な海軍力を背景として力の外交を展開して くる可能性に

憂慮 を表明 してもいたのである。たとえば上記の記事は同 じ中国側の出版物か ら、「中国

が南沙諸島を獲得するには3つ の方法がある。第1は 平和外交による双方の譲歩である

がこれはきわめて困難である。第2は 武力による占拠であるがこれも実は困難である。第

3は 武力を後盾 として外交圧力を加えることであるが、その場合には東南アジアは新 し

い冷戦に直面することになる」という叙述を引用 している(40)。 これは中国海軍が明日

にも南下をはじめるといった性急な見方に疑問を示す と同時に、交渉力の基礎 としての

海軍力の意義を無視するような皮相な議論 に警告を発するものであると思われる。以上

がベ トナム内部の多数意見を反映するものであるならば、彼らは南シナ問題について中

国による 「砲艦外交」の効果を最 も懸念 してお り、それに域内諸国や域外大国と連携 し

ての集団外交によって対処 してゆくことを企図 しているといえるであろう。

6.お わ り に

以上に概観 してきたように、ベ トナムの安全保障政策は、過去数年間に質的な変化を

遂げてきた。ベ トナムは、経済発展のみならず、安全保障についても、「太平洋地域の不

可分の一員」としての自己規定を基礎 に不確実な未来に対処 しようとしている。これは

直接的には1980年 代後半以降の国際環境の変化によってもたらされたものであるが、

同時にそうしたなかでのベ トナム自身の必死の模索の結果であったことも否定できない。

カンボジア紛争のゆきづまりや社会主義陣営の解体は、一方において当時の指導部にとっ

て致命的な挫折であったが、他方においてベ トナムの選択の幅を拡げるものでもあった。

そ して彼らはそうした自己変革:を敗戦や革命による政治体制の変更なしに実現 しようと

しているのである。安全保障の不可分性の考え方が当該地域の現実によって裏づけられ

れば、変化は一層確かなものとなるであろう。

しか し、ベ トナムの新たな模索は、具体化の段階においてい くつかの困難に逢着する

かも知れない。そのような困難の源泉 としてはさまざまなものが考 えられるが、ここで

は3つ のものをあげておきたい。第1は ベ トナムの伝統的な対外イメージの影響である。

意識的に提示 される政策は、とうぶんのあいだ本稿の示 したような枠組のなかで展開す

るであろうが、何 らかの緊張によって触発 される一つ一つの反応は、つねに十分計算:さ

れたものであるとは限らない。たとえば中国に対する恐怖心は世代や地域、政治的立場
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を越えたベ トナム人の共通心理であるであるといえる し、また彼 らのあいだに近隣諸国

に対する 「小 中華意識」が潜在 していることも否定できない(41)。 さらに主権 と独立の

保持を武力に依存する傾向は、長期 にわたる戦争体験 によって繰 り返 し刷 り込まれて き

たイメージに根 ざすものであ り、い くつかの声明や演説によって一挙に消失するとは思

われない。

第2はASEAN諸 国がベ トナムの安全保障上の利害をどこまで理解 し共有 してゆけ

るのかという問題である。そもそもASEANが 地域安全保障問題 を正面からとりあげ

ることをめ ぐっては、加盟国間においてさえも認識の不一致を表面化する可能性が憂慮

されていた。いわんやベ トナムは数年前まで東南アジア内部の 「異分子」としてASE

AN側 から不信 と警戒の眼でみ られていた存在であ り、対話が協力に発展するには克服

するべ き障害があろう。南シナ海問題は、すでにASEAN自 身が多国間協議の中心課

題に設定 している問題であるし、またベ トナムほどではないにしても若干の加盟国の利

害が関係 していることから、彼 らがそれに無関心を装 うことは政治的に容易でないかも

知れない。 しか し中越国境、 トンキン湾のような純然たる二国間問題では、域内諸国の

対越支援はほとんど期待 しえないように思われる。

第3は 米国が東南アジアの地域安全保障にどのように関与 してくるのか という問題で

ある。米国は、1993年11月 のアジア太平洋経済協力閣僚会議(APEC)の 非公

式首脳会議を契機に当該地域の一員 としての立場を確認 したが、地域安全保障に対する

長期的な関与の決意は必ずしも明瞭ではない。もしも米国の適切 な関与を得 られなけれ

ば、東南アジアと太平洋との安全保障上の結びつきは断たれることになる し、域内諸国

の対中姿勢 も大きく揺 らぐことになるであろう。他方、米国が民主化や人権などをめ ぐっ

て域内諸国の国内問題に過剰干渉するようなことがあれば、そこでも双方の率直な対話

は困難に直面するかも知れない。そうした懸念は多 くの域内諸国が共有 しているもので

あ り、共産党一党支配の堅持 を国内的安全の前提条件と考えているハノイの現指導部 も

例外ではない。その意味では、ASEAN諸 国や日本が米国に対 し必要な影響力 を発揮

しうるかどうかによって、ベ トナムの新たな模索の成否が左右 されることになるであろ

う。

以上のような問題点が存在するにもかかわらず、ベ トナムの安全保障政策の外交的側

面は、ASEAN加 入をアジア太平洋地域への参入の突破口と位置付け、米国を含む域

外大国を巻 き込んだ地域秩序の再編成 をつ うじて自国の安全保障 を図ると同時に、それ
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らに対す る交渉力 をASEANを 基盤 に強化 し、さらには自国がASEAN内 部 で埋没

す るの を回避 しよ うとしている といって よいであ ろう。要す るにベ トナムはASEAN

の重要性 を高 く評価 しなが らも、決 してそれを一個 の完結 した体系 と見倣 してはいない

のであ る。
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